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医療機関が医療・介護サービス等を行う場合の 

法人税（所得税）・事業税・消費税の課税関係について 

 

病院・診療所が医療・介護サービス等を行う場合の法人税（所得税）、事業税

及び消費税の課税関係の概要につきましては、平成13年2月1日付連絡文書「介

護サービス事業に係る法人税等の課税関係について」（年税第 31 号）により、

既にご連絡の通りですが、平成 17 年 10 月 1 日の同法改正等の内容も踏まえ、

改めて、同資料（改訂版）をご送付申し上げます。 

なお、この概要は、医療・介護サービス等に係る課税関係のあらましを示し

たものですので、現実の課税関係を判断する場合には、関係法令や取扱通達等

の定めるところに従い判断する必要があることを念のため申し添えます。 

 

（別 紙） 

１．医療機関が行う医療・介護サービス等の事業区分と法人税（所得税）・事業

税・消費税の課税関係の概要 

２．医療法人又は医師会立オープン病院が行う医療（病院・診療所）、介護サー

ビス（指定居宅サービス事業者・指定居宅介護支援事業者・特定養護老人

ホームなどの施設）及び老人訪問看護（指定老人訪問看護事業者）に係る

法人税・事業税の特別措置の比較 

３．医療保健業に関する税制の概要（4 段階制特例、社保の事業税の非課税、

医療等に係る消費税の非課税範囲、介護サービス事業の法人税、医師会立

オープン病院の法人税・事業税） 

   



（参 考） 

１．「介護サービス事業に係る法人税法上の取扱いについて（ 法令解釈通達）」

課法 2－6 平成 12 年 6 月 8 日 

２．「介護保険法の施行に伴う消費税の取扱について」 
   事務連絡 平成 12年 8月 9日 
３．「介護保険法の施行に伴う消費税の取扱について一部改正について」 

   平成 17年 9月 8日 



別紙１

条文 法人（所得）税 事業税 法人（所得）税 事業税

7条6項 医療保健業 無 課税 課税 非課税 非課税

7条7項 〃 〃 〃 〃 〃 〃

7条8項 〃 有 4段階制 原則非課税 〃 〃

7条9項 〃 〃 〃 〃 〃 〃

7条10項 〃 〃 〃 〃 〃 〃

7条11項 〃 無 課税 課税 〃 〃

7条12項 〃 有 4段階制 原則非課税 〃 〃

7条13項 〃 無 課税 課税 〃 〃

7条14項 〃 有 4段階制 原則非課税 〃 〃

7条15項 〃 無 課税 課税 〃 〃

7条16項 〃 〃 〃 〃 〃 〃

7条17項 物品貸付業 － 〃 〃 課税 課税

居宅介護支援
（同法第7条18項）

法46,47,
58,59
医療保健業 無 課税 課税 非課税 非課税

7条21項 医療保健業 無 課税 課税 非課税 非課税

7条22項 〃 有 4段階制 原則非課税 〃 〃

7条23項 〃 〃 〃 〃 〃 〃

物品販売業 － － － － －

請負業 － － － － －

(1) サービスの種類は、介護保険法の
被保険者がその者の要介護状態
等に応じ保険給付されるサービス
を、同法による指定事業者・施設か
ら受けられるものに限る。

(1) 「原則非課税」
は、非課税とされ
ないもの＊がある
ことを示す。
（消法別表第1七
イ、同令14の2、
平成12年大蔵省
告示27号、平成
15年財務省告示
173号）

医療機関が行う医療・介護サービス等の事業区分と法人税（所得税）・事業税・消費税の課税関係の概要

〃

原則課税

課税

原則課税

原則非課税

原則非課税

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

介護保険関係の
消費税

原則非課税

〃

〃

居宅サービス計画の作成等

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
（介護福祉施設サービス）

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

介護保険法の規定に基づく介護サービス事業者（指定事業者）

居宅サービス
（介護保険法第7条5項）

認知症対応型共同生活介護

収益事業の
事業区分

サービス事業の内容
社会保険診療に該当
するサービスの有無

サービスの種類

介護保険法の規定に基づく介護サービス事業（指定事業者・施設が行うもの）

特定施設入所者生活介護

福祉用具貸与

居宅療養管理指導

通所介護

病院・診療所 医師会立オープン病院（診療所）

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

オープン病院（診
療所）が行う医療
保健業（一定の要
件を満たすもの）
は非収益事業とさ
れる（非課税）。
（法人令5条1項29
ヲ）

法人税法上の非
収益事業に該当
する事業は非課
税である。
（地法72条の5、
同令15条）

施設サービス
（同法第7条20項）

特定福祉用具の販売（同法44条）

住宅改修（同法45条）

介護老人保健施設
（介護保険施設サービス）

介護療養型医療施設
（介護療養施設サービス）

(2)

注意事項

＊消費税が課税となる介護サービス（例）：財務大臣が指定する以下の介護サービス。①利用者が選定する特別な居室の提供及び特別な食事の提供。②通常の事業実施地域以外の地域の居宅において居宅サービスを行う場合等の交通費。③訪問入浴介護に
おいて利用者が選定する特別な浴槽水等の提供。等

(2) 「原則課税」は、
特定の身体障害
者用物品の譲渡・
貸付けなど非課
税となるものがあ
ることを示す。
（消法別表第1十）

指定事業者・施設は、同法に定め
る指定居宅サービス事業者、指定
居宅介護支援事業者及び特別養
護老人ホーム、介護老人保健施
設、介護療養型医療施設である。

法人税・事業税の課税関係については、別紙２参照。

「有」については、左の
「サービスの種類」欄に
掲げる当該サービスの
中に、社会保険診療に
該当するサービス（措
置法26条2項）が含ま
れていることを示す。

「介護サービ
ス事業に係る
法人税法上の
取り扱いにつ
いて」（平
12.6.8課法2-6
通達）による。

「4段階制」につい
ては、当該サービ
スの中に、社会保
険診療に該当す
るサービスが含ま
れている場合、そ
のサービスについ
ては、いわゆる4
段階制による所
得計算の特例が
適用できる場合が
あることを示した
もの。
（措置法26条、67
条）

社会保険診療に
該当するサービス
に係る収入につ
いては、益金の額
に算入されず、ま
た、その収入に係
る経費は損金の
額に算入されない
（非課税）。
（地法72条の23、
72条の49の8）



別紙２

①介護保険法に規定する居宅サービス事業（福祉
用具の貸与を除く）、居宅介護支援事業、施設
サービス事業

②老人保健法に規定する指定老人訪問看護事業

①介護保険法に規定する指定居宅サービス（訪問
看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指
導、通所リハビリテーション、短期入所療養介護
に限る）、介護保険施設サービス、指定介護療
養施設サービス

②老人保健法に規定する指定老人訪問看護

軽減税率 特定医療法人については、軽減税率22％ 上記以外の事業については、軽減税率22％

オープン病院を設置していること等の一定の要
件を満たす地区医師会が行う医療保健業は非
課税（非収益事業に該当）。

①介護保険法に規定する居宅サービス事業（福祉
用具の貸与を除く）、居宅介護支援事業、施設
サービス事業

②老人保健法に規定する指定老人訪問看護事業

社会保険診療に係る収入については、益金に算
入せず、その収入に係る経費は損金に算入しな
い。

①介護保険法に規定する指定居宅サービス（訪問
看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指
導、通所リハビリテーション、短期入所療養介護
に限る）、介護保険施設サービス、指定介護療
養施設サービス

②老人保健法に規定する指定老人訪問看護

税率 上記以外の事業については、その他の法人の
税率
        400万円以下                   5.0％
        400万円超800万円以下     7.3％
        800万円超                      9.6％

上記以外の事業については、その他の法人の
税率
        400万円以下                   5.0％
        400万円超800万円以下     7.3％
        800万円超                      9.6％

社会保険診療収入が5,000万円以下の場合、社
会保険診療に係る収入については、所得計算
の特例（いわゆる４段階制）が適用できる。

介護保険法の規定に基づく介護サービス事業の指定事業者
及び老人保健法の規定に基づく指定老人訪問看護事業者

病院（診療所）

医療法人

課税

税目及び特例

地区医師会（社団法人）

原則課税

医療法人 地区医師会（社団法人）

課税 原則課税

オープン病院を設置していること等の一定の要件
を満たす地区医師会が行う以下の医療保健業は
非課税（非収益事業に該当）。

所得計算の特例

非課税特例

オープン病院を設置していること等の一定の要件
を満たす地区医師会が行う以下の医療保健業は
非課税（非収益事業に該当）。

上記以外の事業については、軽減税率22％

社会保険診療収入が5,000万円以下の場合、以下
のサービスのうち社会保険診療に該当するものに
係る収入については、所得計算の特例（いわゆる４
段階制）が適用できる。

特定医療法人については、軽減税率22％

非課税特例

医療法人又は医師会立オープン病院が行う医療（病院・診療所）、介護サービス（指定居宅サービス事業者・指定居宅介護支援事業者・特定養護老人ホームなどの施設）
及び老人訪問看護（指定老人訪問看護事業者）に係る法人税・事業税の特別措置の比較

課税 原則課税 課税 原則課税

オープン病院を設置していること等の一定の要
件を満たす地区医師会が行う医療保健業は非
課税（非収益事業に該当）。

  法人税

  事業税

課税標準の特例

医療法人については、特別法人としての軽減税率
　　　　400万円以下     5.0％
　　　　400万円超        6.6％

医療法人については、特別法人としての軽減税率
　　　　400万円以下     5.0％
　　　　400万円超        6.6％

以下のサービスのうち社会保険診療に該当するも
のに係る収入については、益金に算入せず、その
収入に係る経費は損金に算入しない。



別紙３

社会保険診療は、次に掲げる給付又は医療、介護、助産もしくはサービスとされる。
社会保険診療報酬の額が5000万円以下であるときは、いわゆる4段階制の概算経費率による所得計算の特例が認められている。
① 健康保険法に基づく療養の給付等
② 国民健康保険法に基づく療養の給付等
③ 船員保険法に基づく療養の給付
④ 国家公務員共済組合法に基づく療養の給付等
⑤ 地方公務員等共済組合法に基づく療養の給付等
⑥ 私立学校教職員共済法に基づく療養の給付等
（注） ①～⑥の療養の給付には、入院時食事療養費、特定療養費、家族療養費若しくは特別療養費を支給される被保険者、被扶養者に係る療
養のうちその療養に要する費用の額として法に定められた金額に相当する部分又は指定訪問看護が含まれる。

⑦ 戦傷病者特別援護法に基づく療養の給付等
⑧ 母子保健法に基づく養育医療の給付等
⑨ 児童福祉法に基づく育成医療・療育の給付等
⑩ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく医療の給付等
⑪ 生活保護法の規定に基づく医療扶助のための医療、介護扶助のための介護、出産扶助のための助産
（注） 介護扶助のための介護は、介護保険法に基づく訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション若しくは短
期入所療養介護又は介護保健施設サービス若しくは介護療養施設サービスに限られる。

⑫ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定に基づく医療
⑬ 結核予防法の規定に基づく医療
⑭ 麻薬及び向精神薬取締法の規定に基づく医療
⑮ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の規定に基づく医療
⑯ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律の規定に基づく医療
⑰ 老人保健法の規定に基づく医療
（注） 医療には、入院時食事療養費若しくは特定療養費を支給することとされている老人医療受給対象者に係る療養のうちその療養に要する費
用の額として法に定められた金額に相当する部分又は指定老人訪問看護が含まれる。

⑱

（注） 指定居宅サービスは、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に限ら
れる。

社会保険診療に係る所得
に対する事業税の非課税
（地方税法72条の23、
72条の49の8）

医療保健業に関する税制の概要
（4段階制特例、社保の事業税の非課税、医療等に係る消費税の非課税範囲、
介護サービス事業の法人税、医師会立オープン病院の法人税・事業税）

事業税の課税標準の算定に当っては、社会保険診療報酬は益金の額に算入せず、その報酬に係る経費は損金の額に算入しない方法がとられている
（非課税）。

介護保険法の規定により居宅介護サービス費若しくは居宅支援サービス費（居宅介護サービス費等という。）を支給することとされている被保険者
に係る指定居宅サービスのうちその指定居宅サービスに要する費用の額として同法に定められた金額に相当する部分又は施設介護サービス費
を支給することとされている被保険者に係る介護保健施設サービス若しくは指定介護療養施設サービスのうちその介護保健施設サービス若しくは
指定介護療養施設サービスに要する費用の額として同法に定められた金額に相当する部分

社会保険診療報酬の
所得計算の特例
（4段階制の特例）
（措置法26条、67条）



次のものが非課税とされている。
1 次に掲げる療養、医療等
① 健康保険法等の規定に基づく療養の給付等の社会保険診療に該当する療養、医療等（介護サービスについては下記「２」参照）
② 公害健康被害の補償等に関する法律の規定に基づく療養の給付等
③ 労働者災害補償保険法の規定に基づく療養の給付等
④ 自動車損害賠償保障法の規定による損害賠償額の支払を受けるべき被害者に対する支払にかかる療養
⑤ その他学校保健法の規定に基づく医療などの公費負担医療

2 介護保険法の規定に基づく介護サービス
① 「訪問介護」等の居宅介護サービス費の支給に係る居宅サービス（介護保険法第7条第6項から第16項に規定するサービス）
② 「特別養護老人ホームにおける施設サービス」等の施設サービス費の支給に係る施設サービス（介護保険法第7条21項から23項に規定す
る介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護療養施設サービス）

③ その他これらに類するものとして政令で定められたもの（居宅支援サービス費の支給に係る「訪問介護」等）
（注１） 財務大臣が指定する以下のサービスは非課税の範囲から除かれる。①利用者が選定する特別な居室の提供及び特別な食事の提供。②
通常の事業実施地域以外の地域の居宅において居宅サービスを行う場合等の交通費。③訪問入浴介護において利用者が選定する特別
な浴槽水等の提供。等

（注２） 介護保健関係の消費税の非課税範囲は、消費税法基本通達6－7－1から6－7－4にその取扱いが示されている。
（注３） 要介護者に対するサービスのうち、「福祉用具の貸与」（介護保険法第7条17項）、「特定福祉用具の販売」（同法第44条）は原則課税である
が、次の「４」に該当するものは非課税となる。「住宅の改修」（同法45条）は非課税とならない。

3 医療施設開設者による助産

4 義肢、車椅子など厚生労働大臣が財務大臣と協議して指定する身体障害者用物品の譲渡、貸付など

① 介護サービス事業（②、③及び④を除く。）・・・・・・医療保健業（法令5①二十九）
② 福祉用具貸与・・・・・・物品賃貸業（法令5①四）
③ 特定福祉用具販売・・・・・・物品販売業（法令5①一）
④ 住宅改修・・・・・・請負業（法令5①十）

医師会立オープン病院（診療所）が行う医療保健業（一定の要件を満たすもの）は、非収益事業とされる。
このため、医療保健業に係る法人税・事業税の課税はないことになる（非課税）。
（注） 医師会立オープン病院（診療所）が行う介護保険法の規定に基づく介護サービス事業が、この医療保健業（非収益事業）に該当する場合
は、その事業に係る法人税・事業税は非課税とされる。

医療等に係る消費税の
非課税の範囲
（消費税法別表第1
六、七、八、十号、
同施行令第14条、
14条の2）

医師会立オープン病院が
行う医療保健業の法人税・
事業税の非課税
（法人税法施行令5①
二十九ヲ、地方税法72の
5、同令15）

介護サービス事業に係る
法人税法上の取扱いにつ

いて
（平12．6．8課法2－6通達）

＊厚生省の照会に対する回答

介護保健法の規定に基づく介護サービス事業（介護保険法第7条5項に規定する居宅サービス事業、同条第18項に規定する居宅介護支援事業、同条
20項に規定する施設サービスを行う事業、同法第44条に規定する特定福祉用具を販売する事業及び同法45条に規定する住宅改修を行う事業をい
う。）については、ご照会に係る事業内容等を前提とすれば、法人税法上、次の収益事業として取り扱われるものと考えられます。



 

以下の参考文書については掲載を省略 

 

（参 考） 

１．「介護サービス事業に係る法人税法上の取扱いについて（ 法令解釈通達）」

課法 2－6 平成 12 年 6 月 8 日 

２．「介護保険法の施行に伴う消費税の取扱について」 
   事務連絡 平成 12年 8月 9日 
３．「介護保険法の施行に伴う消費税の取扱について一部改正について」 

   平成 17年 9月 8日 
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